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はじめに 

 

壱岐市は、平成１６年３月１日の市制発足以降、これまで、行政組織の見直し、中学校

統廃合をはじめとした各施設の整理・合理化、事務事業の見直し、人件費・経常経費の抑

制、地方債の繰上償還の実施など行財政改革に取り組んできました。 

また、一支国博物館や一般廃棄物処理施設の建設をはじめ、光ケーブル網の整備と壱岐

市ケーブルテレビの開局など、壱岐市の将来を見据えたまちづくりを進めてきました。 

さらに、中学校規模適正化（統廃合）、壱岐市学校給食施設の統合、三島小学校の大島

本校への統合、壱岐市民病院の長崎県病院企業団への経営移譲、壱岐市特別養護老人ホー

ム、デイサービスセンターの民間移譲など、各種施策を推進してきました。 

しかしながら、本市の財政状況は、自主財源の根幹である市税等の伸びも低く、合併に

伴う段階的縮減が終了し、完全一本化算定となった令和元年度の普通交付税は、段階的縮

減が始まる前の平成２５年度に比べ約１４億円の減額となりました。 

さらに、公共施設の多くは建築から３０年以上を経過しており、施設の老朽化等への対

応から、今後、大規模改修や建て替えに多額の維持更新費用が見込まれるなど、本市を取

り巻く環境はますます厳しくなっていくと予測されます。 

また、定員適正化計画に基づき、計画的に職員数を管理してきたにもかかわらず、事務事

業数は増える一方で、職員数と業務量のアンバランスといった課題も顕在化しております。 

今後、人口減少や少子高齢化の進行、社会経済情勢の変化、高度情報化の進展、市民参

加・協働のまちづくりの推進、公共施設の老朽化対策など、多様化・複雑化する行政課題

や市民ニーズに適切に対応するためにも、事業の目的や求められる成果を十分に理解した

事業展開と、スクラップアンドビルドの徹底、地域との連携強化や壱岐市を担い発展させ

る人材の育成が不可欠となります。 

こうした状況を見据え、継続した行財政改革に取り組まなければなりません。 

 一方、個性豊かで、自立した壱岐市の確立のためには、市民の行政への参画、いわゆる

協働のまちづくりが欠かせないものであり、市民力のさらなる熟成が求められます。市職

員についても、地域のリーダーとして地域活動への積極的な参画を行い、魅力ある壱岐市

のまちづくりを、市民と一体となって取り組まなければ、壱岐市の発展はありえないもの

です。 

 こうしたことから、地方分権の進展や地方創生などの新たな行政需要に適切に対応し、

市民満足度の高い行政サービスを継続的に提供するとともに、将来にわたって持続可能な

行財政運営の推進と第３次壱岐市総合計画に掲げる目標を実現させるため、第３次壱岐市

行財政改革大綱を策定します。 
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Ⅰ 壱岐市行財政運営の現状と課題 

 

１．財政状況 

  
（１）財政状況 
本市の財政状況は、歳入全体に占める市税など自主財源の割合が約２５％と極めて低く、

収入の多くを地方交付税や国庫支出金に依存している。 
こうした中、合併後の大型事業には合併特例債や過疎対策事業債など、地方交付税措置

の高い有利な地方債を活用することや、計画的な公債費の繰上償還を行うことなどにより、

厳しい財政事情の中においても一定の健全性を確保してきた。 
しかしながら、平成３０年度末の地方債現在高は２６３億５７百万円（対前年度７０百

万円増）となり、義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の割合は３８．０％、経常収支

比率も９２．３％と依然として高く、財政構造の弾力性が失われつつある状況が続いてい

る。 
また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、令和元年度財政健全化判

断比率と地方公営企業における資金不足比率は、いずれの指標も国が示す基準以下ではあ

るものの、普通交付税の一本算定による影響などにより、実質公債費比率や経常収支比率

の悪化が予想されることから、さらなる行財政改革が喫緊の課題となっている。 
今後、人口減少による税収や普通交付税など経常的な一般財源収入の減少や、公共施設

にかかる維持補修費の増大、これまで実施してきた大型事業にかかる地方債償還の本格化

など財政状況は極めて憂慮すべき状態であるため、市税等の収納率の向上や、使用料・手

数料など受益者負担の適正化、ふるさと納税の推進など自主財源の確保を強化するととも

に、費用対効果の見えにくい事務事業の廃止や見直し、公共施設等総合管理計画に基づく

施設の統廃合、維持管理経費の削減など、さらなる行財政改革に取り組み、持続可能な行

財政運営を実現するための適正で効果的な施策の推進が求められる。 
 
（２）地方税の推移 

市税の状況をみると、平成２０年度の２３億９百万円をピークに年々減少し、平成３０

年度には２２億４３百万円となり、６６百万円（▲２．９％）の減収となっている。 
市税全体の約４６％を占める固定資産税はおおむね横ばいの状態であるが、市民税にお

いては、法人数が少ないため個人住民税の割合が高く、景気の低迷や人口減少等の影響を

受けやすく、今後の経済情勢や将来人口の動向を考慮した場合、増収は見込めないものと

思われる。（表１） 
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（３）地方交付税の推移 
普通交付税の状況をみると、合併後１０年間は合併算定替により交付され、平成２５年

度には１０１億１０百万円であったが、平成２６年度より合併算定替の特例措置が始まり、

平成３０年度までの５年間でそれぞれ１・３・５・７・９割と段階的に縮減されながら、

壱岐市一本での算定となった令和元年度には８６億８０百万円と、平成２５年度と比べて

１４億３０百万円の減となっており、令和３年度からは算定の基礎となる国勢調査人口が

改めて反映されるため、人口減少が進む本市においては今後さらに減額されていく見込み

であり、経常経費の節減はもとより、廃止を含めた事務事業の抜本的な見直しを図るなど、

大幅な歳出削減が必要である。（表２） 

 
 
（４）消費的経費等の推移 
 経常経費に充当した一般財源の指標として用いる経常収支比率については、市制施行後

の平成１６年度から平成１９年度にかけて大きく上昇していたが、人件費の抑制、地方債

における繰上償還の実施などの効果により、平成１９年度の９３．９％をピークに徐々に
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改善してきた。 
しかし、普通交付税の合併算定替段階的縮減により、平成２６年度以降から徐々に上昇

し、平成３０年度では９２．３％と県下１３市のうち高い方から６番目に位置している。 
今後、地方交付税の減額が見込まれる中で、さらなる経常経費の削減に向けた取組が喫

緊の課題である。（表３） （参考 表４、表５、表６） 
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（５）基金の状況 
 現在、壱岐市が保有している基金は、財政調整基金及び減債基金、特定目的基金として地

域振興基金や合併振興基金、地域福祉基金、ふるさと市町村圏基金などがあり、平成３０年

度末における基金残高は９０億１９百万円（農業機械銀行特別会計減価償却基金を含む。）

となっている。 
例年、当初予算編成時には財源の調整、または地方債の償還財源として、財政調整基金

及び減債基金を充当する予算を計上しているが、実際の取り崩しについては決算剰余金の

状況により最終的な調整を図ってきた。しかし、ここ数年は普通交付税等一般財源の減少

などにより財源の調整が追いつかず、また、繰越事業の増加等が会計の資金繰りに影響す

ることもあり、基金の取り崩しによって対処せざるを得ない状況となっている。 
さらに近年、国においては基金積立の目的や方針、使途などについて公表することを求

めるなど、基金残高の増加を理由とした地方交付税の削減措置も検討された経緯もあり、

これら基金の目的を損なわないよう、適正な管理に努めていく必要がある。（表７）  
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（６）今後の財政状況の見通し 
 令和元年１１月に改定した「壱岐市中期財政計画」は、令和元年度から令和５年度まで

の財政状況の見通しを試算している。 
本計画においては、令和元年度から既に財源不足に転じており、令和５年度までの５年

間で約２２億円の財源不足となる見通しで、これを財政調整基金等からの繰り入れにより

解消する計画としているが、今後大量に更新時期を迎える公共施設等の維持管理経費の増

大により、適正な基金残高の確保が困難となることが予想され、甚大な災害による復旧経

費や急激な景気の低迷による税収減など、不測の事態に対応するための財源確保が懸念さ

れる。 
こうした状況を打開するためにも、地方公会計制度による財務諸表等を活用し、財政状

況の「見える化」による的確な現状分析を行うとともに、政策評価による施策内容の検証

を行うなど、財政健全化に向けた取組を強化しなければならない。 
 
＜用語の解説＞ 
合併算定替 
市町村合併による行政経費削減の効果が現れるにはある程度の期間が必要なことから、その緩和措置と

して、合併した年度及びこれに続く 10 年度は、合併前の市町村が存続するものとして算定した普通交付税

の合算額を下回らないように算定した額を普通交付税とする制度。その後 5 年度は、激変緩和措置がある。 
 
経常収支比率 
 人件費・扶助費・公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税・地方交付税・地方譲与税などの経常一

般財源収入（毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されておらず自由に使用し

得る収入のこと）がどの程度使われているかをみることにより、当該団体の財政の弾力性を判断するため

の指標。 
 
人件費 
 職員等に対し、勤労の対価・報酬として支払われる経費。 
 
物件費 
 物財調達のための一切の経費（賃金、旅費、消耗品費、備品購入費、委託料等）。 
 
維持補修費 
 地方公共団体が管理する公共用施設等の効用を保全するための経費。 
 
扶助費 
 社会保障制度の一環として生活困窮者、身体障害者等に対してその生活を維持するために支出する経費。 
 
補助費等 
 補助費等の項目とされる支出事項は、支出の目的・根拠・対象等によって多種多様で、人件費や維持補

修費のように字句だけでは判断しにくいものも含まれる（報償費、補助金、賠償金、寄付金、補償費等）。 
 
公債費 
 地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の支払いに要する経費。 
 
繰出金 
 一般会計と特別会計又は特別会計相互間において支出される経費（各会計の赤字補填の目的のために支

出されるもの等） 
 
普通建設事業 
道路、橋、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増設等の建設事業に要する経費（工事請負費、設計委

託料、公有財産購入費等）で、地域社会の発展に最も積極的で効果的な事業。 
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２．行政運営の現状 

 
 壱岐市の組織・機構については、平成１９年１月に、既存の４庁舎に各部署を配置した

本庁分散方式を採用し、また長崎県との執務室共同化など、市民サービスの確保を最重視

して、多様化するニーズに対応するための組織づくりを進めてきた。 
また、４庁舎の老朽化が進む中で、市民サービスの向上、行政運営の効率化を図るため

新庁舎建設の検討を行ってきたが、庁舎建設に係る住民投票の結果を受け、新庁舎の建設

は行わず、現在の庁舎を改修して活用する方針とした。４庁舎の耐震診断を実施した結果、

４庁舎とも必要な耐震性能を満たすための改修工事が必要であるという報告を受け、合併

特例債を活用して耐震改修工事に着手した。その後、令和元年度までに４庁舎全ての工事

が完了したところである。 
 また、市民の行政への参画については、平成３０年１２月、本市における自治の基本原

則及び市政運営に関する基本的事項を定めた壱岐市自治基本条例を施行し、市民主体のま

ちづくりを進めている。今後は、自治基本条例を基本として、平成３１年４月に施行した

壱岐市まちづくり協議会設置条例に基づく、各地域におけるまちづくり協議会の設立によ

り、コミュニティ活動の推進、地域住民の福祉の増進等を図り、市民主体で活力あるまち

づくりを目指した取組を一層進める必要がある。 
 

３．行財政改革の推進状況 

 

本市の行財政改革は、平成１６年１１月に壱岐市行財政改革大綱を策定し、平成１７年

に同大綱の改定、平成２８年に第２次壱岐市行財政改革大綱を策定し、また、具体的な取

組を定めた壱岐市行財政改革実施計画を３度（平成１８年・平成２２年・平成２８年）に

わたって改定し、大綱及び実施計画に基づいた行財政改革に取り組んできた。この結果、

総人件費の抑制、経常経費の削減（無駄遣いストップ）をはじめ平成２７年には、壱岐市

民病院の長崎県病院企業団加入実現や壱岐市立特別養護老人ホーム・デイサービスセンタ

ーの民間への経営移譲など大きな成果を上げてきたが、普通交付税の一本算定による影響

や地方債元利償還金の増加等により、本市を取り巻く環境はますます厳しくなっていくと

予測されるため、財政健全化に向けたさらなる取組が必要となる。 
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Ⅱ 行財政改革の基本的考え方 

 

１．行財政改革の目的 

 

 壱岐市は、前述のとおり、平成１６年３月１日の市制発足以降、行政組織の見直し、施

設の簡素化・合理化、定員管理の適正化など行財政改革に取り組むとともに、一支国博物

館の整備や一般廃棄物処理施設、ケーブルテレビの整備、消防庁舎建設、また中学校規模

適正化（中学校統廃合）、壱岐市民病院の長崎県病院企業団加入、壱岐市立特別養護老人

ホーム・デイサービスセンターの民間への経営移譲など合併後の新しいまちづくりを進め

てきた。 

一方、地方経済の低迷や人口減少などにより地方税等の自主財源の確保が難しい中、依

然、地方交付税などへの依存度が高い財政運営が続いている。 

地方交付税については、合併に伴う特例措置である合併算定替の段階的縮減が終わり、

平成３１年度から一本算定となり、交付税の縮減額は平成２５年度と比較して約１４億円

の縮減となり、経常一般財源である地方交付税が減少することから実質公債費比率や経常

収支比率の悪化が予想される。さらに、これまで実施してきた大型事業に係る起債の償還

が本格化してくることにより、多額の財源不足となる見込みとなり、行財政改革は喫緊の

課題となっている。 

このため、これまで取り組んできた行財政改革に引き続き取り組む必要があり、本市の

最上位に位置づけられる計画として令和２年度から向こう５年間のまちづくりの方向性を

示した第３次壱岐市総合計画に基づいた施策を展開し、将来にわたって持続可能な地域社

会実現に向けて、着実に行財政改革を進めなければならない。 

 また、市民参画に関しては、市民と行政が共にまちづくりを行うという協働のまちづく

りを推進してきたが、平成３０年に施行した壱岐市自治基本条例及び関連条例に基づいた

施策を展開し、地域住民相互の連携・協力により地域の課題解決を図るまちづくり協議会

の取組を推進することで、さらなる共創・協働を進める必要がある。 

そこで、第２次壱岐市行財政改革大綱から継続して、“経営手法の導入”“市民と行政

の共創・協働”を積極的に取り入れていくこととする。 

“経営手法の導入”とは、行政運営においても、スピード、顧客志向、目標志向、コス

ト意識を徹底するとともに、民間活力の導入を推進していこうという考え方である。 

“市民と行政の共創・協働”とは、市民と行政が壱岐市の発展という共通の目標を持っ

て、相互に補完しながらそれを実現していくという考え方であり、この基本となるのが自

治基本条例となる。 

壱岐市が、第３次壱岐市総合計画の着実な推進を図り、魅力あるまちづくりを進め、市民

サービスの向上を図っていくために、また地方創生にふさわしい有効性・効率性・経済性



9 
 

を追求した行政システムを確立するために、行政運営全般にわたる総点検を行い、明確な

方針のもとに行財政改革を進めていくことが必要であり、これらの基準を定期的な点検を

実施し、その点検に応じて行財政改革を進めていく必要がある。 

 

 

 

基本目標６ →促進→ 

←実現← 

行 財 政 改 革 

協働のまちづくりのもとで

効率的で質の高い行政運営

が行われている 

政策評価・事務事業評価による

効果的・効率的な事業展開や官

民連携の推進 

【推進施策（抜粋）】 

 
 

行政への市民参画の推

進と支援 

持続可能な財政基盤の

確立 

業務改善の取組 

・自治基本条例 

・まちづくり協議会 等 

・自主財源の確保 

・企業誘致の推進 等 

・創意工夫による経常

経費の削減・人件費の

抑制 等 
 

第３次壱岐市総合計画 

スローガン：壱岐、誇り 我々が未来をつくる 

 

基本理念：誰一人取り残さない。協働のまちづくり。 

↑具体化               ↑実現 

 

 本大綱は、これまでの取組の流れを組み込んだ第２次壱岐市行財政改革大綱を継承しつ

つも、日々刻々と変わっていく社会経済情勢や住民ニーズに応じた見直しを行うとともに、

壱岐市行政改革推進本部を中心とする職員の創意を活かし、さらに壱岐市行政改革推進委

員会の意見を反映して策定することを基本とする。また、市議会との連携強化を図りなが

ら、本大綱及び実施計画の着実な推進により、第３次壱岐市総合計画の基本理念である「誰

一人取り残さない。協働のまちづくり」を実現するための指針とする。 

 

＜用語の解説＞ 

・共創 
  地域課題を解決するために、市民・民間・行政等が協働して進めていくこと。 
・協働 
  市民と行政が壱岐市の発展という共通の目標を持って、相互に補完しながらそれを実現していくこと。 
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２．行財政改革のテーマ 

 

本市のまちづくりの最上位計画である第３次壱岐市総合計画の基本理念に基づき、行財

政改革のメインテーマを、 

 

と定め、その基本的な考え方を以下のとおりとする。 

 

①共創・協働のしまづくりを推進すること。 

②共創・協働の考え方を力強く押し進め、将来にわたって持続可能な社会を実現するため

の基礎に位置づけること。 

③職員一人ひとりがその能力を向上させ、市民主体、地域主体のまちづくりを支える地域

のリーダー及び行政各部門の専門家となっていくこと。 

 

３．行財政改革大綱の期間 

 

 本大綱は、壱岐市の最上位計画として位置づけられる第３次壱岐市総合計画に合わせ令

和２年度から令和６年度までの５年間を対象とする。なお、社会経済情勢の変化に合わせ

て見直しを行いながら改革に着手または実行していくものとする。 

誰一人取り残さない。協働のまちづくりの実現を目指す未来に向けての取組 
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４．行財政改革の基本方針 

 

（１）行財政をとりまく環境の変化への対応 

 今や全国的な課題であり避けられない事実である少子高齢化により経済規模の縮小や

人手不足など様々な課題が懸念される社会情勢の中、本市においては、人口が減少して

も持続可能でそこに住む人が豊かに暮らせる社会を目指し、第３次壱岐市総合計画を策

定した。本計画は、これまで別建てであった壱岐市総合戦略を包含し、またＳＤＧｓの

理念を盛り込んだ本市のまちづくりの最上位計画と位置付けられ、２０３０年の本市の

あるべき姿を捉え、今後計画に基づいた各施策を推進していくものである。その中で多

様化する市民のニーズに的確な対応を行うためには、さらなる行財政運営の効率化と効

果的なサービスの提供が課題となる。これらに適切に対処しつつ、効率的で質の高い行

財政運営ができるよう計画的な財政運営に取り組むとともに、自主財源の確保等に努め、

市自らの責任を自覚した行政システムの確立に努める。 
 

（２）行政運営のさらなる効率化・簡素化 

多様化・複雑化する行政課題や住民ニーズに適切に対応するためには、行政各部門の

中での調整機能の強化充実と、これを踏まえた行政全般にわたる総合的な調整機能の確

立を図る必要がある。 
 また、ＰＤＣＡマネジメントによる効果的な施策・事業を展開し、官民連携による民

間の優れたノウハウを活用した行政運営を行い、簡素で効率的な組織・機構の実現、事

務事業の整理・合理化等による行政の効率化を進めるとともに、情報化の推進等による

市民サービスの向上に努める。 
 

（３）適切な人事管理及び将来を担う人材の育成 

 様々な行政課題に対し、組織としての力を最大限発揮できるような人員態勢を図るた

め、人事評価制度の活用及び定員適正化計画に基づく計画的な職員採用など、適切な人

員配置に努める。 

また、複雑・多様化する市民ニーズに的確に対応し常に市民の立場に立ったサービス

を提供するため、行政と地域社会との共創・協働の橋渡し役、さらに地域のリーダーと

しての職員の意識改革を進めるとともに、一人ひとりの資質の向上、能力の開発を進め、

積極的な意欲と行動力を持ち、将来を担う人材の育成に努める。 

 

（４）未来につなぐ市民が主役のまちづくり意識の醸成 

 行財政改革の成果を上げていくためには、行政内部だけの努力にとどまらず、市民の

自発的・積極的な行政各分野への参画が不可欠である。そのため、自治基本条例に掲げ

る市民が主役のまちづくりを推進し、市民一人ひとりが責任と誇りを持ち、未来につな
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ぐという意識の醸成を図り、また、行政が自ら人権の尊重、擁護及び意識の高揚を図る

ことで、住民自治の確保に努める。 

 

 

５．行財政改革推進施策 

 
行財政改革の四つの基本方針をもとに七つの推進施策を定め、行財政改革を進めるもの

とする。 

 

〔推進施策〕１ 事務事業等の見直し・業務改善の取組 

 限られた財源の中で、新たな行政課題や社会経済情勢の変化に的確に対応していくため

に、事務事業について継続的な見直しを進めながら、効率的な事業の実施を図り、市民サ

ービス向上の観点から事務手続の簡素化、効率化を進める。 

 また、組織としての全庁的な取組が必要であることから、各部署において業務改善の取

組を推進する。 

 

〔推進施策〕２ 公共施設、市有財産の適切な管理・運営等 

 人口減少や少子高齢化の進展により、今後の公共施設等の利用状況が変化していくこと

が予想され、また、これまでに整備してきた公共施設やインフラが一斉に改修・更新時期

を迎え、多額の更新費用が必要になると見込まれることから、壱岐市公共施設等総合管理

計画及び個別施設計画に基づき、施設の老朽化、人口の減少、少子高齢化等将来を見据え

たあり方を検討し、適正な管理・運営を推進する。 

 また、市有財産については、売却や解体の検討など、適正な管理・処分等に努める。 

 

〔推進施策〕３ 組織・機構の見直し 

新たな行政課題や市民の多様なニーズに対応するためには、常に組織・機構の見直し、

編成を行わなければならない。このため、組織・機構全般の点検を行うとともに、今後進

めるべき「第３次壱岐市総合計画」「壱岐市自治基本条例」等まちづくりの方向性に合致

した、簡素で機能的な組織・機構づくりを行う。 

 

〔推進施策〕４ 適切な人事管理及び職員の能力開発 

 人事評価制度の活用については、平成２８年度から実施している本制度が能力・実績に

基づく人事管理の基礎となるツールであることを認識し、職員間の意識の共有化や業務改

善につなげていく。実施にあたっては公平で公正な評価に努め、客観的な基準による適正

な人事評価システムの実践により、給与等への反映を行う。 

また、高度化・多様化する行政需要に対して、弾力的かつ的確に対応していくために、

適正な定員管理を一層推進する。 
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人材育成については、引き続き職員の能力開発、資質の向上に努め、複雑・多様化する

市民ニーズや刻々と変化する社会経済情勢に柔軟に対応するなど、市の将来を担い、発展

させることができる人材の育成を図る。 

 

〔推進施策〕５ 行政の情報化等による行政サービスの向上 

 行政の効率化や市民に対する行政サービスの向上を図るため、情報通信技術の向上を図

り、行政の情報化をさらに進める。 

 

〔推進施策〕６ 自治基本条例に基づくまちづくりへの市民参画の促進と支援 

 本市における自治の基本原則を定めた自治基本条例に基づき、市民が主役のまちづくり

を進める上で、市民と行政との共創・協働によるまちづくりが着実に推進されるよう、行

財政の効率化を図るとともに、コミュニティ行政推進のための効果的な支援を行う。 

 

〔推進施策〕７ 持続可能な財政基盤の確立 

 人口減少、少子高齢化による市税等収入の減少や社会保障費の増加に対応するため、業

務における各種経費の削減や効率性の向上等に取り組むとともに、事務事業の再点検・見

直しに加え、政策評価の結果を活用した費用対効果の検証により、行政コストを意識した

施策を重点的に反映させた予算配分を行うなど、歳入規模に見合った適正な歳出構造の確

立を図る。 

 

 

６．公表 

 

 壱岐市行財政改革大綱の基本方針・推進施策に基づき、令和２年度から令和６年度まで

の５年間の具体的な取組を定めた行財政改革実施計画を策定し、その進捗状況について公

表することとする。 

 



14 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行財政をとりまく環境の

変化への対応 

基本方針１ 

行政運営のさらなる効率

化・簡素化 

適切な人事管理及び将来

を担う人材の育成 

未来につなぐ市民が主役

のまちづくり意識の醸成 

事務事業等の見直し・業務

改善の取組 

組織・機構の見直し 

適切な人事管理及び職員

の能力開発 

行政の情報化等による行

政サービスの向上 

自治基本条例に基づくま

ちづくりへの市民参画の

促進と支援 

 

誰
一
人
取
り
残
さ
な
い
。
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
実
現
を
目
指
す
未
来
に
向
け
て
の
取
組 

基本方針２ 

基本方針３ 

基本方針４ 

推進施策１ 

推進施策３ 

推進施策４ 

推進施策５ 

推進施策６ 

 基本方針   メインテーマ 推進施策 

持続可能な財政基盤の確

立 

推進施策７ 

公共施設、市有財産の適切

な管理・運営等 

推進施策２ 
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Ⅲ 推進施策 

 

１ 事務事業等の見直し・業務改善の取組 

 

■ 推進重点事項 ■ 

(１) 事務事業の整理・合理化 
 

ア 多様化する市民のニーズや行政課題を的確に把握するとともに、政策評

価による事務事業の点検を行い、事業のスクラップアンドビルド、行政

の果たすべき役割を明確にすることにより受益と負担の公平性の確保、

行政効率等に配意した事務事業の整理・合理化を図る。 

イ 政策体系の形成を図り、有効性・効率性・経済性の視点から、評価・点

検を行うとともに、達成基準や達成度を示し、公表を行うことにより、

市民満足度の向上及び目標志向・市民志向の体制づくりに努める。 

 

（２）業務改善の取組 
 

 各部署において、業務改善のためのあらゆる工夫や手法を検討し、継

続経費の節減、事務事業費の節減、事務事業の簡素化に努める。 

 

（３）委託業務の検討 

 

 委託業務の内容についての検証を行い、行政責任の確保、市民サービ

スの向上、個人情報保護の観点に留意しつつ、委託が効果的と結論づ

けられるものは、民間委託を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

スクラップアンドビルド 

新しい組織や制度を新設する場合には既存を改廃し、増大を防ごうとする方式。 
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２ 公共施設、市有財産の適切な管理・運営等 

 

■ 推進重点事項 ■ 

（１）公共施設の適切な管理・運営 

 

ア 公共施設等総合管理計画及び個別施設計画に基づき、中長期的な視

点に立ち、公共施設等の維持管理、修繕、改修及び更新等を計画的

に進める。 

イ 施設の管理・運営については定期的に運営状況の点検を行い、必要

に応じて見直しを進めるとともに、適正な管理・監督のもと、効果

的・効率的な施設の管理運営を図るため、指定管理者制度等の活用

を推進する。 

 

（２）市有財産の適切な管理・処分の検討 

 

  市有地のうち利用計画のない遊休地については、売却の検討を行い、

市施設のうち利用が少ないものや老朽化が著しいものについては、

払下げ、または解体などの処分を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者制度 

これまで出資法人等に限られていた公の施設の管理・運営を、地方公共団体が指定する法人やその他の団

体に行わせる制度で、実施にあたっては、条例で指定の手続、管理の基準、業務の範囲などを定め、指定

管理者の指定について議会の議決が必要。 
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３ 組織・機構の見直し 

 

■ 推進重点事項 ■ 

（１） 組織・機構の整備 

 

 新たな行政課題や多様なニーズに即応し、社会経済情勢の変化に対応

した行政サービスが展開できるよう、スクラップアンドビルドを原則

とした簡素で効率的な組織・機構の整備を行い、行政機能の効率化を

図るとともに、市民にわかりやすい、利用しやすい体制を整える。 

 

（２） 民間活力、外郭団体等の活用推進 

 

ア ＳＤＧｓ未来都市・モデル自治体事業に係る大学や民間企業等との

連携協定を十分活用し、民間の豊富な実績やノウハウを取り入れる

ことで、進化と変化を恐れない柔軟で強靭な地域づくりを推進する。 

イ 民間活力の導入、行政サービスの委託など外部の専門的知識の活用

を積極的に推進する。 

ウ 外郭団体は、増大する業務形態の特殊性に即応するため、市民サー

ビスやまちづくりに重要な役割を担う、行政の補完的な組織として、

より効果的、効率的な事業執行と独立した運営を推進する。 
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４ 適切な人事管理及び職員の能力開発 

 

■ 推進重点事項 ■ 

（１） 人事評価制度の活用 

 

ア 客観的な基準による適正な人事評価システムの実践により、職員間

の意識の共有化や業務改善につなげるとともに、給与等への反映を

行うことで、職員の意欲の向上と意識改革に努める。また、各所管

への人員配置については、事務事業の多寡を見定めながら、適切な

職員配置に努める。 

イ 新たな行政需要に対しては、職員の配置転換により対応するととも

に、ジョブローテーションの基準に基づき、職員の融和と人材育成

を図る。 

 

（２） 定員の適正化及び適切な人員配置 

 

 職員定数については、合理的な組織・機構の編成と、事務事業の全

般にわたる行政関与の必要性、市民相互の行政サービスの負担と公

平確保及び行政効率等を検討し、定員適正化計画に基づき、定員の

適正化を図りつつ、適切な人員配置に努める。 

 

（３） 人材育成基本方針に基づく職員育成 

 

ア 壱岐市職員人材育成基本方針に基づき、派遣研修、階層別研修等に

より人材育成を進め、これらを体系化することによって計画的な人

材育成と効率的な研修を継続して実施する。また、職員、各職場、

人事管理部署、それぞれが自らの役割を認識し、互いに成長し合う

「学習する職場風土」の構築に努める。 

イ 職員の資質、専門的技術の向上を図るため、長崎県をはじめとする

他の地方公共団体等との人事交流を進め、幅広い人材の確保に努め

る。 

 

ジョブローテーション 

職務を一定期間ごとに変えさせること。人材育成の観点と仕事のマンネリ化の打破を目的とするもの。 
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５ 行政の情報化等による行政サービスの向上 

  

■ 推進重点事項 ■ 

（１） 市民サービスの向上 
 

 マイナンバー制度のさらなる普及・啓発を図り、マイナンバーカー

ドを活用した事務手続が可能となる条件整備を行うなど、市民サー

ビスの向上に努める。 

 

（２） 行政の情報化の推進 
 

ア 急速に進む情報化社会において、オンラインでの情報発信の重要性

を認識し、市ホームページの充実を図るとともに、各種ＳＮＳを活

用した積極的な情報発信に努める。 

イ 市内世帯の大多数が加入する壱岐市ケーブルテレビにおいて、目的

や用途に合わせ、その手法等を検討し、広く情報発信に努める。ま

た、市広報紙、市ホームページ等とリンクさせることで、各種の行

政情報を効果的・効率的に発信する。 
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６ 自治基本条例に基づくまちづくりへの市民参画の促進と支援 

 

■ 推進重点事項 ■ 

（１） コミュニティ行政の推進 
 

ア 本市における自治の基本原則及び市政運営に関する基本的事項を定

めた自治基本条例を最大限に尊重し、本条例に基づく壱岐市まちづ

くり協議会設置条例をはじめとする関連条例の取組を推進する。 

イ 市民と行政の共創・協働を進めるため、小学校区ごとに設立するまち

づくり協議会への支援を充実させるとともに、集落支援員や地域担当

職員を活用した地域課題の解決に向けての取組に対し、効果的な支援

を行う。 

 

（２） 女性の積極的な参画の推進 

 

 住みよいまちづくりを進めていくためには、あらゆる人材がまちづ

くりに参画していくことが必要である。このため、第３次壱岐市総

合計画及び第２次壱岐市男女共同参画基本計画に基づき、地域活動

における男女共同参画の促進など市民主体の取組に対する支援を

行う。また、市の政策の方針決定過程への参画等の取組を積極的に

行い、あらゆる分野における女性リーダーの育成や登用を推進す

る。 
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７ 持続可能な財政基盤の確立 

 

■ 推進重点事項 ■ 

（１） 健全な財政運営の維持 
 

ア 社会情勢や市民ニーズの変化等を踏まえ、事業の目的と対象者、財源

などに着目した事務事業の再点検・見直しを行い、持続可能な財政基

盤の確立を図るため、事業の再編を推進する。 

イ 中期財政計画の財政見通しをもとに計画的な財政運営を進めるととも

に、公共施設マネジメント（計画的な長寿命化、更新・統廃合）を推

進することで、将来の負担を踏まえた、本市の成長と発展のために必

要な施策への適切な投資を図る。 

 

（２） 補助金等の適正化 
 

 公益上必要な場合に交付する補助金等について、行政として対応すべ

き必要性、費用対効果や公費負担の明確化を図るため、統一的な基準に

よる検証・見直しを行うことで、より適正で効率的な補助金制度を構

築する。 

 

（３） 自主財源の確保 
 

ア 市税等の滞納処分の強化や徴収機能の専門性を高めるなど、収納率向

上のための取組を強化する。 

イ ふるさと納税制度の充実を図るため、情報発信の強化や推進体制の拡

充を行うとともに、新たな財源の確保策を検討し、税外収入増の取組

を進める。 

 

（４）受益者負担の適正化 

 

 受益者負担の公平性を確保するため、施設別の行政コストから料金

原価の算出、受益者負担水準の設定など算定根拠の明確化を図ると

ともに、減免基準等の見直しを行い、適正化を図る。 
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第２次壱岐市行財政改革大綱 第３次壱岐市行財政改革大綱 

１ 事務事業等の見直し １ 事務事業等の見直し・業務改善の取組 

（１） 事務事業の整理・合理化 （１） 事務事業の整理・合理化 

（２） 行政手続きの公平の確保・透明性の向上 （２） 業務改善の取組 

（３） 公共施設、市有財産の適切な設置・運営 （３） 委託業務の検討 

（４） 委託業務の検討  

２ 組織・機構の見直し ２ 公共施設、市有財産の適切な管理・運営等 

（１） 組織・機構の整備 （１） 公共施設の適切な管理・運営 

（２） 民間活力、外郭団体等の活用推進 （２） 市有財産の適切な管理・処分の検討 

３ 給与制度の適正化と適切な人事管理 ３ 組織・機構の見直し 

（１） 給与制度の適正化 （１） 組織・機構の整備 

（２） 人事評価システムの実践 （２） 民間活力、外郭団体等の活用推進 

（３） 定員の適正化  

４ 計画的・効率的な行政運営と職員の能力開発、資質

の向上 
４ 適切な人事管理及び職員の能力開発 

（１） 行政運営プロセスの改善 （１） 人事評価制度の活用 

（２） 人材育成計画に基づく職員育成 （２） 定員の適正化及び適切な人員配置 

 （３） 人材育成基本方針に基づく職員育成 

５ 行政の情報化等による行政サービスの向上 ５ 行政の情報化等による行政サービスの向上 

（１） 市民サービスの向上 （１） 市民サービスの向上 

（２） 行政の情報化の推進 （２） 行政の情報化の推進 

６ 行政への市民参画の促進と支援 
６ 自治基本条例に基づくまちづくりへの市民参画の 

促進と支援 

（１） コミュニティ行政の推進 （１） コミュニティ行政の推進 

（２） 女性の積極的な参画の推進 （２） 女性の積極的な参画の推進 

７ 財政の適切かつ健全な運営 ７ 持続可能な財政基盤の確立 

（１） 普通交付税合併算定替の段階的縮減に対応

した経常経費の削減 
（１） 健全な財政運営の維持 

（２） 補助金等の検証、見直し （２） 補助金等の適正化 

（３） 自主財源の確保 （３） 自主財源の確保 

（４） 部単位の経営責任 （４） 受益者負担の適正化 

（５） 特別会計・企業会計のあり方の検討  

 


	Ⅰ　壱岐市行財政運営の現状と課題
	１．財政状況
	２．行政運営の現状
	３．行財政改革の推進状況

	Ⅱ　行財政改革の基本的考え方
	１．行財政改革の目的
	２．行財政改革のテーマ
	３．行財政改革大綱の期間
	４．行財政改革の基本方針
	５．行財政改革推進施策
	６．公表

	Ⅲ　推進施策
	１ 事務事業等の見直し・業務改善の取組
	２　公共施設、市有財産の適切な管理・運営等
	３　組織・機構の見直し
	４　適切な人事管理及び職員の能力開発
	５　行政の情報化等による行政サービスの向上
	６　自治基本条例に基づくまちづくりへの市民参画の促進と支援
	７　持続可能な財政基盤の確立


